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１．震度分布の推計手法の概要 

ここでは、本検討会資料で示されている震度分布の算出方法について説明する。震度計算

は、本検討会が 2012 年に公表した、「南海トラフの巨大地震モデル検討会」による第一次報告

1)(以下、前回報告書)と基本的に同じ方法を採用している。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－１． 震度分布の推計手法（概要） 

 

２． 地盤モデル 

震度分布の計算で用いている地盤構造モデル（地震基盤から工学的基盤面までの深い地

盤と、工学的基盤面から地表面までの浅い地盤）は、前回報告書 1)で用いられている地盤モ

デルである。ただし、首都圏の地盤モデルは、観測記録を基に必要と考えられた修正を施し

た。修正方法については、2-1 で後述する。なお、この震度分布の推計では、概ね周期 2～

3 秒より短い周期の地震動を対象としており、周期 2～3 秒以上のいわゆる長周期地震動に

ついては、別途、検討が必要である。 
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図１－２． 工学的基盤における強震波形計算の概念 

2-1 浅い地盤構造モデル 

（１）メッシュサイズについて 

工学的基盤（平均 S 波速度が 0.35～0.70km/s に相当する地層）よりも浅い地盤の地

盤モデル（以下「浅い地盤構造モデル」という。）については、最近の研究によって、

浅い地盤構造モデルの構築に不可欠である微地形区分が 250m メッシュで整備されて

きていることを背景として、本検討会では、震度分布の推計を 250m メッシュで行う

こととし、今回の推計に用いる浅い地盤構造モデルを、測量基準を世界測地系とした

250m メッシュ（4 分の 1 地域メッシュ、緯度間隔 7.5 秒、経度間隔 11.25 秒）で新

たに作成することとした。 

 

  

 

工学的基盤 

地震基盤 

深い地盤構造モデル 

計算地点 

浅い地盤構造モデル 

（Vs=0.35～0.7km/s 相当層） 

（Vs=3km/s 相当層） 
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（２）表層 30m の平均Ｓ波速度（AVS30）の設定 

浅い地盤の各メッシュにおける AVS30 については、従前と同様に、地質調査資料（ボ

ーリング及び PS 検層のデータ）を基に、地質調査資料に欠ける部分については微地形

区分図を基にして求めることとした。 

ａ）地質調査資料による設定 

本検討会において、新たに浅い地盤構造モデルを構築するに当たり、国土交通省、

独立行政法人防災科学技術研究所、各地域の地盤協議会等、地方公共団体から、ボー

リング本数約 70 万本、PS 検層本数約 34 百本のデータを収集した。これら資料のう

ち重複したものを整理し、今回の浅い地盤構造モデルの構築のために使用したボー

リング本数は、約 49 万本（従前の約 3.8 倍）、ＰＳ検層本数は、約 28 百本（従前の

約 1.2 倍）である。 

このボーリングデータ及び PS 検層データから既往の関係式を用いて、それぞれの

AVS30 を求めた。同一 250m メッシュ内に複数のボーリングデータやＰＳ検層デー

タがある場合には、以下の優先順位に従って採用することとした。 

 

表１－１． 250m メッシュ内の AVS30 の採用優先順位 

優先順位 AVS の算出区分 

1 PS 検層 掘進長 30m 以上のデータによる AVS30 

2 PS 検層 掘進長 10-30m データによる AVSn（n=10、20）から推

定した AVS30 

3 ボーリング 掘進長 30m 以上のデータによる AVS30 

4 ボーリング 掘進長 10-30m データによる AVSn（n=10、20）から

推定した AVS30 
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ｂ）微地形区分図による設定 

250m メッシュの微地形区分図は、若松・松岡(2011)2)を用いることとし、これを

もとに微地形区分と AVS30 の関係を整理した。微地形区分と AVS30 の関係につい

ては、以下の３つの関係式について検討し、微地形区分ごとに最も妥当なものを採用

することとした。 

 

・中央値式： 

収集した PS 検層による AVS30 対数値の中央値を推定値とした場合 

・松岡・ほか(2005) 3)方式： 

松岡・ほか(2005)を参考にして AVS30 を推定する説明変数として、標高、傾斜、

先第三系・第三系の山地・丘陵からの距離を考慮した場合 

・藤本・翠川（2003）及び中央防災会議（2003）方式 

藤本・翠川（2003）及び中央防災会議（2003）を参考にして AVS30 を推定する説

明変数として標高を考慮した場合 

 

その結果、岩石台地、砂礫質台地、ローム台地、谷底低地、扇状地の微地形区分に

は松岡・ほか(2005)による関係式を、その他の微地形区分には中央値を採用した。ま

た、資料の数値のバラツキを加味し、それぞれ求められた関係式（μ式）の値から標

準偏差を差し引いた値を用いる式（－σ式）を用いることとした。 

なお、山地（先第３系）の資料には周辺域の柔らかい地盤の資料も混在している可

能性があることから、山地（先第３系）の－σ式は μ式と同じとした。 

 

（３）表層 30m の平均Ｓ波速度（AVS30）と震度増分について 

地表の震度は、工学的基盤面における震度から、浅い地盤構造モデルで増幅される震度増

分を加えて算出する。この震度増分は、地盤の非線形性により、震度が大きくなると震度増

分が小さくなる。横田・他(2005)6)は、数値計算により非線形性を加味した AVS30 と震度増

分の関係式を作成し、中央防災会議（2003）でもこの関係式を用いて地表の震度分布を求

めてきた。 

なお、本検討会では、浅い地盤のメッシュサイズを 250m にしているため、収集したボー

リング資料と、同一区画内にある震度の観測データを比較し、横田らの提案した関係式が妥

当であること確認した上で利用している。 

図２－１に、求められた震度増分の分布図を示す。 
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※工学的基盤から地表までの浅い地盤構造による震度の増加分（ゆれやすさ） 

図２１．震度の「ゆれやすさマップ」 

図２－１． 震度の「ゆれやすさ」（震度増分の分布） 

 

2-2 深い地盤構造モデル 

地震基盤（平均 S 波速度が 3km/s に相当する層）から工学的基盤（平均 S 波速度が

0.35～0.70km/s に相当する地層）までの間の地盤の地盤構造モデル（以下「深い地盤構

造モデル」という。）について、これまで中央防災会議(2003)5)では、いくつかの領域での

弾性波探査、常時微動探査により得られている成果から、地震基盤及び工学的基盤の深さ

の平均的な分布を内挿して速度構造を求めることで、深い地盤構造モデルを作成してき

た。 

その後、深い地盤構造モデルについては、地震調査委員会において、、2009 年に地震動

予測地図作成の一環として全国深部地盤構造モデル（いわゆる「全国 0.5 次モデル」）7)

が、2011 年 1 月に「全国 0.5 次モデル」を改良した「全国１次地下構造モデル（暫定版）」

8)が公表された。 

これを踏まえ、本検討会の深い地盤構造モデルについては、地震調査委員会による「全

国１次地下構造モデル（暫定版）」を基本とすることとし、首都圏域については、首都圏

域に展開された超密な観測網 MeSO-net（メソネット）等による観測データ及び微動アレ
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イデータを用い修正を行った。 

さらに、南海トラフ沿いの四国及び東海地域において、観測記録を用いた修正を行った

（別冊③を参照）。 

 

３．強震波形計算手法による震度の推計 

 

震度の推計には、一般に統計的グリーン関数法と呼ばれる手法を用いた。以下では、統計

的グリーン関数法の概要を示す。 

 

3-1 要素波の作成 

強震波形の計算に当たっては、工学分野での活用も念頭におき、工学的基盤（Vs=350

～700m/s）までは、地震学的に想定される振幅スペクトルに確率的な位相を与えて作成

した小地震波形をグリーン関数とし、設定された断層モデルに従い波形合成を行う、いわ

ゆる統計的グリーン関数法を用いる。 

要素地震波形としては、Boore(1983)9)に従い、次式で示すω-2 則に従う震源特性に従

うスペクトルモデル（Brune，1970）10)を考えた上で、これに経験的な位相特性を与えた

ものを使用する。 
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  cc f 2 ，   3/16109.4 Mofc    

  maxmax 2 f  ， maxf は高周波遮断周波数 

 

ここで、Moは地震モーメント〔dyne･cm=10-7Nm〕、ρは密度〔g/cm3〕、β は媒質のＳ波

地震波速度〔km/s〕、Rは震源距離〔km〕、Δσは応力パラメータ〔bar=10-1MPa〕である。 

Rθφはラディエーション係数であるが、これは、小断層ごとに計算地点への方位角、射出

角により計算する。この時、Kamae and Irikura(1992)11)と同様に、周波数依存型の放射

特性を導入した。位相特性については、小断層―計算地点間の距離を考慮する佐藤(1994)12)

に従って設定した。 

位相特性については、要素断層と計算地点間の距離を考慮する佐藤・ほか(1994)12)に従

って設定した。 
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強震断層域の広がりを考慮した地震波伝播の理論的考察によれば、強震動スペクトル

は、断層に近い場所では、断層からの距離が短くなることによる振幅の増幅は起きなくな

る。即ち、断層近傍では地震動の強さが飽和した状態となる。また、工学的基盤において

も、強い地震波が入力した場合には、弱い地震波に比べ減衰が大きくなる特性(非線形性)

を持つことから、断層近傍での地震動の増加は小さくなる傾向がある。 

このため、中央防災会議でのこれまでの検討で用いた手法と同じく、震源直上等の震源

域からの距離が小さいところでは、経験的手法と同様、１/（R＋C）［R：断層最短距離、

C：定数］で地震波の振幅が減衰するとして強震波形を計算し、地震動が震源近傍で飽和

するようにした。ただし、C はある距離から徐々に減じ、一定の距離でゼロとなり、１/R

の距離減衰にスムーズにつながるようにした。 

このパラメータ C の値が適切でない場合には、震源近傍の震度を過小評価或いは過大

評価することになる。本検討では、震源近傍の震度の減衰の様子が、距離減衰式による減

衰の様子と概ね類似になるよう調整した。その際に、求まるＣの値と強震動生成域のサイ

ズと関係が指摘されており、強震動生成域の要素断層の１．５倍とし、Ｍ８～９クラスの

海溝型地震ではＣ＝15 ㎞とすることとした。この値はあくまで暫定的なものであり、震

源断層直上等の震度の大きさを適正に評価するには、今後再検討が必要である。 

 

3-2 波形合成 

SV 波、SH 波それぞれに、サイト直下の地盤構造を用いた斜め入射による地盤増幅係

数を乗じ、Radial および Transverse 成分から NS および EW 成分への座標回転を考慮

した後、入倉ほか(1997)13)による補正関数を用いて波形合成を行った。 

 

ܷሺ݂ሻ ൌ ∑ ∑ ݁ି௜ଶగ௙୲೘೙ ቊቀ1 ൅
ଵ

௡ᇲ൫భష೐
షభ൯ቁ ∑ ݁

ି ೖషభ
൫ಿವషభ൯೙

ᇲሺேವିଵሻ௡ᇲ

௞ୀଵ ݁
ି௜ଶగ௙

ሺೖషభሻಜ
൫ಿವషభ൯೙

ᇲቋ ௠௡ሺ݂ሻݑ
ேೈ
௡

ேಽ
௠  （２） 

 

ここで、	ܷሺ݂ሻ	は波形合成後のサイトの加速度フーリエ・スペクトルであり、	ݑ௠௡ሺ݂ሻ	

は要素断層によるサイトの加速度フーリエ・スペクトルである。	t௠௡	は破壊開始時刻か

らサイトに到達するまでの時間であり、球殻モデルによる走時と破壊開始点から要素断

層までの破壊伝播時間の和で表される。ܰ ௅, 	ܰௐ, ஽ܰ	はそれぞれ長さ方向、幅方向、すべり

方向の分割数であり、	τはライズタイム、	݊ᇱ	は重ね合わせによる人工的な周期特性を有

効周波数より高い周波数側に移動させる再分割数である。 

 小断層のサイズ、またその配列など断層モデルの設定に起因する特異な周波数特性が生

ずることを防ぐために、すべり角および破壊伝播時間に揺らぎを与える。すべり角の揺ら
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ぎ幅は±30°を基本とした。破壊伝播時間の揺らぎ幅は（小断層の幅/破壊伝播速度/2）を

基本とした。 

 

４．地表における震度の推定 

地表における震度は、工学基盤の地震波形から震度を計算し、2-1（３）で示した震度増

分を工学的基盤上の震度に適用して、地表における震度を求めた。ここで、震度増分が平均

S 波速度=700m/s として求められているのに対して、工学的基盤の平均速度に幅があるこ

とより、震度増分を適用する際には、予め工学的基盤の震度に工学的基盤の深さ 30m まで

の平均速度による補正を行った。
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